
 

 

 

平成 26 年度男女雇用機会均等法、育児・介護休業法及び 
パートタイム労働法の施行状況 

 埼玉労働局（局長 阿部 充）は、平成 26 年度の男女雇用機会均等法、育児・介護休業法及び

パートタイム労働法に関する相談、紛争解決援助及び行政指導の法の施行状況をまとめた。 

[ ポイント ] 

・妊娠・出産・育休等を理由とする不利益取扱いに関する相談が依然として多い 

・男女雇用機会均等法、育児・介護休業法、パートタイム労働法についての事業主への 

指導等実施率は約９割 

 

[ 概 要 ] 

１ 雇用均等室への相談状況  

○男女雇用機会均等法に係る相談 

・労働者からの相談のうち、セクシュアルハラスメントに関する相談の占める割合が 62.7％ 

・労働者からの相談のうち、妊娠・出産等を理由とする不利益取扱いに関する相談及び母性健

康管理に関する相談が 31.4％と前年に引き続き高い割合 

 ○育児・介護休業法に係る相談 

・制度利用に関する労働者からの相談のうち、育児休業等を理由とする不利益取扱いに関する

相談が 26.8％と前年度に引き続き高い割合 

２ 紛争解決援助の状況    

○労働局長による援助申立 30 件 調停会議の申請 3 件 

○妊娠・出産・育休等を理由とした不利益取扱いに関する紛争が 14 件でほぼ半数を占める            

３ 雇用均等室の事業主に対する行政指導状況  

○男女雇用機会均等法に基づく雇用管理に関する聴取を行った 225 事業所のうち、202 事業所に

対し指導等を実施(指導等実施率 89.8%) 

・セクシュアルハラスメント対策に対する指導が最も多く 179 件 

・ポジティブアクション（事実上の男女格差解消のための積極的な是正改善措置）の助言を 

行った事業所数は 103 事業所 

 ○育児・介護休業法に基づく雇用管理に関する聴取を行った 242 事業所のうち、237 事業所に対

し指導等を実施(指導等実施率 97.9%) 

・所定労働時間短縮措置等に関する違反が最も多く、育児関係 150 件、介護関係 124 件 

・幼稚園・保育園への集団指導 61事業所のうち 53 事業所に違反あり 
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○パートタイム労働法に基づく雇用管理に関する聴取を行った 327 事業所のうち、281 事業所で指

導等を実施(指導等実施率 85.9%) 

  ・正社員への転換措置に対する指導が最も多く 194 件、労働条件の文書交付等に対する指導が

153 件と２番目に多い 

  
 

 埼玉労働局では法の履行確保を図るため、事業所に対する行政指導、相談を端緒とした紛争解決援

助等を引き続き実施していく。 

 また、妊娠・出産・育休等の不利益取扱いに関する相談が多いことを踏まえ、行政指導や紛争解  

決援助により解決を図るとともに、次のことを実施する。 

①  母子手帳を交付する際に妊産婦に対する制度や育児休業等の制度のお知らせ及び雇用均等室

への相談案内を記載した「母子手帳挟み込みカード」を配布する等あらゆる機会をとらえて、 

労働者に対する法の周知を図る。 

② 男女雇用機会均等月間（6月）において、労使を始め社会一般に対して、妊娠・出産・育児を

理由とする不利益取扱いの禁止等の法の周知徹底を図る。 

 

 

資料 

１ 男女雇用機会均等法、育児・介護休業法、パートタイム労働法の施行状況（表） 

２ 平成 26 年度男女雇用機会均等法等の指導等の状況（図） 

３ 平成 26 年度男女雇用機会均等法等に関する労働者からの相談内訳（図） 

４ 平成 26 年度育児・介護休業法に関する幼稚園・保育園の集団指導の結果 

５ 平成 26 年度男女雇用機会均等法等の相談・紛争解決事例 

６ 働きながら妊娠・出産・育児をされる方のために（母子手帳交付時に配布するカード） 

７ 働きながらお母さんになるあなたへ 職場でつらい思い、していませんか？  

８ そうだ！埼玉労働局雇用均等室に相談しよう！ 

９ 第 30 回男女雇用機会均等月間要綱 

 

 



１　相談 （件）

合計
女性

労働者
男性

労働者
事業主 その他 合計

女性
労働者

男性
労働者

事業主 その他 合計
女性

労働者
男性

労働者
事業主 その他

募集・採用 25 0 6 11 8 21 1 7 7 6 30 0 5 18 7

配置・昇進、降格、教育訓練 12 3 3 0 6 3 3 0 0 0 5 2 1 0 2

福利厚生 2 0 0 2 0 4 2 0 2 0 0 0 0 0 0

職種・雇用形態の変更 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 1 0 1 0

退職勧奨・定年・解雇、労働契約の更新 1 1 0 0 0 3 3 0 0 0 2 1 0 1 0

間接差別 0 0 0 0 0 4 1 0 3 0 8 0 0 8 0

不利益取扱い（退職の定め、婚姻解雇、妊娠等解雇、不利益） 140 102 0 26 12 154 122 0 19 13 162 107 0 33 22

母性健康管理 120 56 0 47 17 104 50 0 39 15 97 52 0 35 10

セクシュアルハラスメント 388 243 47 37 61 315 239 8 16 52 406 301 17 42 46

ポジティブ・アクション 6 0 1 4 1 5 0 0 5 0 20 0 0 14 6

その他（注） 41 18 4 14 5 53 34 1 12 6 40 19 1 14 6

合　　　　　計 735 423 61 141 110 666 455 16 103 92 772 483 24 166 99

（注）「その他」には、賃金・労働時間・深夜業についての男女均等取扱い、法の改正内容全般に関する相談を含む。

　　　　

２　紛争解決援助

(1)労働局長による紛争の解決援助 (件)

事　　　　　項

配置・昇進、降格、教育訓練

不利益取扱い（退職の定め、婚姻解雇、妊娠等解雇、不利益）

母性健康管理

セクシュアルハラスメント

合　　　　　計

(件)

事　　　　　項

不利益取扱い（退職の定め、婚姻解雇、妊娠等解雇、不利益）

セクシュアルハラスメント

合　　　　　計

男女雇用機会均等法、育児・介護休業法、パートタイム労働法の施行状況

資料１
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26年度
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3

26年度

0

事　　　　　項

25年度

2４年度 25年度

24年度 26年度

4

1

7

1

0

6

0

0
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2４年度 25年度
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(2)　機会均等調停会議による調停（受理件数）　

                       　　　　　　   表１　男女雇用機会均等法の施行状況

4 2

1

1

1



3　行政指導

事　　　　　項

法に基づく雇用管理に関する聴取を行っ
た事業所数　(所)

うち、指導等を行った事業所数(所)

法に基づく雇用管理に関する聴取を行っ
た事業所数のうち指導等を行った事業所
の割合　　　　　　　　　(％)

(2) 指導等件数 (件)

事　　　　　項

募集・採用

配置・昇進、降格、教育訓練

福利厚生

退職勧奨・定年・解雇、労働契約の更新

不利益取扱い（退職の定め、婚姻解雇、妊娠等解雇、不利益）

母性健康管理

セクシュアルハラスメント

均等則第１３条

合　　　　　計

(件)

事　　　　項

女性の採用拡大

女性の職域拡大

女性の管理職登用

職場環境・職場風土の改善

合　　　　計

何らかのポジティブ・アクションの助
言を行った事業所数　（所）

(1)　法に基づく雇用管理に関する聴取を行った事業所数

136 102 103

(所、％)

(注)　1事業所に対し、違反状況により複数件数の指導等を行っている。

26年度

210 246 225

192 223 202

74

76

25年度

39

76

68

0

26年度

6258

90.7% 89.8%

7

1

0

339

78

1

25年度

71

0

259

0

1

424

179

26年度2４年度

270

2４年度 25年度

91.4%

0

1

2

19

243

5

0

0 0

0

2

4

245

4　ポジティブ・アクション取組助言指導

17

209

24年度

60

42

90

246

38
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１　相談(法律、制度についての相談＋制度利用等についての相談） (件）
24年度

合計 女性
労働者

男性
労働者

事業主 その他 合計 女性
労働者

男性
労働者

事業主 その他 合計 女性
労働者

男性
労働者

事業主 その他

育児休業関係 821 295 31 353 142 673 281 23 242 127 608 240 17 217 134

子の看護休暇関係 234 32 5 156 41 113 27 5 68 13 87 21 6 41 19

所定外労働の制限関係 196 18 2 130 46 87 16 5 53 13 68 26 2 24 16

時間外労働の制限関係 163 13 2 108 40 73 11 3 42 17 45 17 2 14 12

深夜業の制限関係 142 9 1 100 32 71 13 3 38 17 49 20 4 19 6

所定労働時間の短縮措置等（第２３条）関係　 587 134 1 314 138 318 85 6 178 49 302 101 5 135 61

所定労働時間の短縮措置等（第２４条）関係　（注１） 75 28 0 32 15 35 4 0 23 8 36 13 0 15 8

その他 429 125 13 198 93 240 92 6 92 50 232 101 10 79 42

小計 2,647 654 55 1,391 547 1,610 529 51 736 294 1,427 539 46 544 298

介護休業関係 290 35 19 187 49 149 34 9 81 25 125 23 18 56 28

介護休暇関係 236 15 13 156 52 77 11 8 49 9 55 10 10 25 10

時間外労働の制限関係 107 5 0 81 21 33 2 1 26 4 17 3 1 7 6

深夜業の制限関係 104 2 0 78 24 36 2 2 26 6 18 3 3 7 5

所定労働時間の短縮措置等（第２３条）関係　 156 2 1 117 36 60 7 1 40 12 50 6 4 29 11

所定労働時間の短縮措置等（第２４条）関係　（注２） 12 0 0 8 4 2 0 0 2 0 1 0 0 1 0

その他 122 8 5 75 34 38 5 6 13 14 28 8 0 15 5

小計 1,027 67 38 702 220 395 67 27 237 70 294 53 36 140 65

3,674 721 93 2,093 767 2,005 596 78 973 364 1,721 592 82 684 363

（注１）所定労働時間の短縮措置で法23条の義務以外の努力義務

（注２）家族の介護を行う労働者に対する措置（法23条の義務以外の努力義務）

２ 　１のうち労働者からの制度利用等に関する相談 (件）

育児休業関係（期間雇用者に係る事案を除く）

期間雇用者の休業関係

子の看護休暇関係

休業等に係る不利益取扱い関係

休業以外に係る不利益取扱い関係

所定外労働の制限関係

時間外労働の制限関係

深夜業の制限関係

所定労働時間の短縮措置等（第２３条）関係

所定労働時間の短縮措置等（第２４条）関係　（注１）

労働者の配置に関する配慮関係

その他

小計

介護休業関係（期間雇用者に係る事案を除く）

期間雇用者の休業関係

介護休暇関係

休業等に係る不利益取扱い関係

所定労働時間の短縮措置等（第２３条）関係　

所定労働時間の短縮措置等（第２４条）関係　（注２）

その他

小計

（注１）所定労働時間の短縮措置で法23条の義務以外の努力義務

（注２）家族の介護を行う労働者に対する措置（法23条義務以外の努力義務）

合　　　　　計 501 474 465

介
護
関
係

25 22

8 10 8

52 54 52

1 4 5

0 0 0

13 12 11

3 4 5

449 420 413

20

2 2 3

12 14 9

38 30 28

78 60 62

11 3 7

8 9 10

6 10 15

36 37 46

10 12 16

14 20

20 16 18

77 94 79

合　　　計

事　　　　　項 24年度 25年度 26年度

育
児
関
係

131 121 103

22

                                               表２　育児・介護休業法の施行状況

事　　　　　項
25年度 26年度

育
児
関
係

介
護
関
係

3



３　労働局長による紛争の解決援助
(1)　労働局長による紛争の解決援助 (件）

育児休業に係る事案

休業等に係る不利益取扱いに関する事案

休業以外に係る不利益取扱い事案

深夜業の制限に係る事案

所定労働時間の短縮措置等（第２３条）に関する事案

労働者の配置に関する配慮に関する事案

介護休業に係る事案

介護休暇に係る事案

休業等に係る不利益取扱関する事案

(2)　両立支援調停会議による調停（受理件数） (件）

4　行政指導
(1)  法に基づく雇用管理に関する聴取を行った事業所数

(件）

育児休業の制度

子の看護休暇の制度

所定外労働の制限の制度

時間外労働の制限の制度

深夜業の制限の制度

所定労働時間の短縮措置等（第２３条）

所定労働時間の短縮措置等（第２４条）　（注2）

その他

小計

介護休業の制度

介護休暇の制度

時間外労働の制限の制度

深夜業の制限の制度

所定労働時間の短縮措置等（第２３条）　

所定労働時間の短縮措置等（第２４条）　（注3）

その他

小計

（注2）所定労働時間の短縮措置で法23条の義務以外の努力義務

（注3）家族の介護を行う労働者に対する措置（法23条義務以外の努力義務）

 (注1)　1事業場に対し、違反状況により複数件数の指導等を行っている

0 0

0 1

職業家庭両立推進者専任 275 215 209

120 88

合　　　　　計 1,153 798 1,031

7 1 0

327 219 329

124

0 6 0

42 27 43

26 19 30

551 364 493

介
護
関
係

90 56 76

42 22 56

2 0 1

16 0 0

23 14 29

161 158 150

52

48 25 58

111 56 81

事　　　　　項 24年度 25年度 26年度

育
児
関
係

139 89 122

51 22

介護休暇に係る不利益に関する事案 1 0 0

合　　　　　計 2 1 0

子の看護休暇に係る不利益に関する事案 1 0 0

介護休業に係る不利益取扱に関する事案 0 1 0

事　　　　　項 24年度 25年度 26年度

育児休業に係る不利益取扱に関する事案 0 0 0

0 0 1

合　　　　　計 14 5 12

介
護

0

0

2 0 2

2 1 0

3

1 1 4

1 0 1

事　　　　　項 24年度 25年度 26年度

育
児
関
係

2 0 0

6 3

事　　　　　項

法に基づく雇用管理に関する聴取を行った事業所数　(所)

うち、指導等を行った事業所数　　　　　　　　　　　　　　　(所)

法に基づく雇用管理に関する聴取を行った事業所のうち指導
等を行った事業所の割合　　　　　(％)

24年度

420

352

83.8%

(2)  指導等件数

95.5% 97.9%

(所、％)

25年度 26年度

268 242

256 237

4



表３　　パートタイム労働法の施行状況

１　相談 （件）

合計

パート
タイム
労働
者

事業
主

その
他

合計

パート
タイム
労働
者

事業
主

その
他

合計

パート
タイム
労働
者

事業
主

その
他

労働条件の文書交付等 31 16 10 5 27 15 9 3 20 5 10 5

就業規則の作成手続き 1 0 1 0 2 1 1 0 4 0 3 1

差別的取扱いの禁止 10 3 3 4 7 4 1 2 25 4 12 9

賃金の決定方法 23 13 7 3 12 6 4 2 9 4 3 2

教育訓練 5 3 2 0 6 4 1 1 2 0 1 1

福利厚生施設 2 1 0 1 2 1 0 1 2 1 1 0

正社員への転換措置 122 14 94 14 24 7 14 3 31 1 23 7

待遇に関する説明 13 8 3 2 6 3 3 0 5 5 0 0

指針関係 4 2 1 1 3 1 1 1 7 2 4 1

短時間雇用管理者選任 13 0 12 1 7 0 6 1 4 0 4 0

その他 139 56 36 47 81 45 20 16 362 24 253 85

合　　　　　計 363 116 169 78 177 87 60 30 471 46 314 111

２　行政指導

(1) 法に基づく雇用管理に関する聴取を行った事業所数

事　　　　　項

法に基づく雇用管理に関す
る聴取を行った事業所数(所)

うち、指導等を行った事業
所数　　　　　　　　(所)

法に基づく雇用管理に関
する聴取を行った事業所
のうち指導等を行った事
業所の割合　　　　(％)

(2) 指導等件数 (件)

事　　　　　項

労働条件の文書交付等

就業規則の作成手続き

差別的取扱いの禁止

賃金の決定方法

教育訓練

福利厚生施設

正社員への転換措置

待遇に関する説明

指針関係

短時間雇用管理者選任

合　　　　　計

(注)　１事業所に対し、違反状況により複数件数の指導等を行っている。

4

856

0

77

6

0

178

106

25年度

410

26年度

26年度

26年度

(所、％)

85.9%

0

194

139

0

0

事　　　　　項

24年度 25年度

25年度

210

17

650

0

0

6

241

129

275

0

606

1

0

24年度

0

0

75

180

19 102

153

91.4% 91.5%

281307 375

24年度

327336
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資料２

平成２６年度男女雇用機会均等法、育児・介護休業法、パートタイム労働法に

　         基づく雇用管理に関する聴取を行った事業所の指導等状況

指導等あり

８９．８％

指導等なし

１０．２％

図１ 均等法に基づく雇用管理に関する聴取を行った事業所数（225件）

指導等あり

９７．９％

指導等なし

２．１％

図２ 育介法に基づく雇用管理に関する聴取を行った事業所数（242件）

指導等あり

８５．９％

指導等なし

１４．１％

図３ パート法に基づく雇用管理に関する聴取を行った事業所数（327件）



資料３

平成２６年度　男女雇用機会均等法等に関する労働者からの相談内訳

10
(2.0%)

17
(3.6%)

13
(2.6%)

107
(21.1%)

122
(25.9%)

妊娠・出産等
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図１ 男女雇用機会均等法に関する労働者からの相談内訳
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図2 育児・介護休業法関係の労働者からの制度利用等に関する相談内訳
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平成２６年度 育児・介護休業法に関する 

幼稚園・保育園の集団指導の結果 
 

埼玉労働局では、育児・介護休業法の履行確保のため、同法に基づく雇用管理に関

する聴取（※）を実施し雇用管理の実態把握を行っており、平成 26 年度においては、

妊娠・出産・育児休業等に関する労働者からの相談が比較的多い幼稚園・保育園を対

象に集団指導を実施した。 
 

＜平成 26 年度集団指導の概要＞ 

○ 対象法人（９０法人） 

さいたま市北部を中心とした地域に本部を有する私立幼稚園・私立保育園 
 
○ 実施方法 

対象法人に対し自主点検のための説明会形式での集団指導を実施。 
自主点検の結果に基づき、育児・介護休業等規定に不備等があると思われる法

人については、育児・介護休業法に基づく雇用管理に関する聴取（※）を実施。 
 
※ 育児介護休業法 56 条において、厚生労働大臣は育児介護休業法の施行に関し必要があるとき

は、事業主に対して、報告を求め、又は助言、指導若しくは勧告ができるとしたもの。 

 
○ 法に基づく雇用管理に関する聴取を実施した法人の規定整備・制度利用の状況結果 
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①育児介護法関係の

規定整備の状況

規程の不備があった法人

規程の不備がなかった法人
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②育児休業制度の利用状況

過去1年に育休取得者がいた法人

過去1年は育休取得者はいなかったが、

それ以前にいた法人
育児休業の取得者がいない法人

資料 ４ 



資料５  
平成 26 年度男女雇用機会均等法等の相談・紛争解決事例 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

局長紛争解決援助事例 

〇 妊娠を報告したところ、契約期間を短縮されたケース 

 

妊娠を報告したところ、通常雇用契約期間は１年なのに（過去 2 回、1 年契約で更新）、会

社から次回の雇用契約約期間を産前休業開始前までに短縮し、その後雇止めするとの契約内容

を提示されたとして、１年契約の締結及び産前産後休業の取得を求めるとの局長による紛争解

決援助制度の申立があった。 

労働局より、妊娠等を理由に、産前休業まで契約期間を短縮した後雇止めを行うことは違法

であることを助言した結果、雇用契約期間は１年となり、また、産前産後休業も取得できるこ

ととなった。 

 

相談・紛争解決事例(26 年度) 

相談事例 

〇 妊娠を報告したところ、上司から育児休業取得に難色を示されたケース 

 

会社では産休・育休の前例がなく、労働者も関連制度がわからない中で、上司より「育児休

業後に戻る場所はないかもしれない」と言われた。労働者が育児休業を取得することによる金

銭的負担を危惧している様子が見られた。 
労働者は、自分で会社に説明し、会社が対応をしてくれない場合に向けた準備をしておきた

いとの希望があったため、男女雇用機会均等法や育児介護休業法の資料提供のほか育児休業中

の経済的支援関係の情報提供を行ったところ、労使での話し合いを行い、希望どおり育児休業

を取得できることとなり、自主解決した。 
 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

局長紛争解決援助事例 

○ 会社代表者にセクハラを止めるよう求めたが回答が得られなかったケース 

会社代表者からのセクハラに抗議し、金銭解決を求めたが回答が得られなかったことから、

局長による紛争解決援助制度により金銭解決を求めたいとの申立があった。 

本来セクハラ防止対策を講じるべき事業主自身がセクハラを行うことはあってはならないこ

とであり、重大な責任があることを労働局より会社に助言したところ、会社が金銭を支払うこ

とで双方合意した。 

 

局長紛争解決援助事例 

○ 深夜業の免除と育児短時間勤務を希望したが制度を拒否されたケース 

 

複数の日勤及び夜勤のシフトのある会社において勤務する労働者が、育児休業復帰後、夜勤

のシフトを外すことと育児短時間勤務を希望したが、会社より、事業所の体制上夜勤を外すこ

とは困難であるため深夜業の免除は使用できないと言われた。 
労働局より、法律上、労働者から申出があった場合には深夜業免除、育児短時間勤務を取得

させなければならないことを会社に助言し、双方に労働者が可能な勤務時間の調整を行った結

果、固定の短時間勤務を取得し夜勤から外すことで双方が合意した。 
 
















